
平成３１年３月

身延町役場



Ⅰ　行政改革の基本姿勢

 ①更なる行政改革の必要性

 ②行政改革大綱の取組期間

 ③実施計画及び進行管理

【策定経過】

身延町行政改革大綱　（第五次）

　急速な社会情勢の変化に対応するため、従来同様、定期的な見直しが行える3箇年の
スパンでの取り組みが必要だと判断し、「平成31年度から平成33年度」までの3年間
を本行政改革大綱に基づく取組期間とします。また、具体的な実施計画（実行プラン）
を策定して年度ごとに成果と課題を検証し、目標の見直しを行い適宜修正、変更等を実
施しながら取り組みを進めていきます。

　本行政改革大綱の推進項目を具体的かつ着実に推進していくため、平成２８年度から
導入されている「人事評価制度」と連動させ、各所属の組織目標を実施計画（実行プラ
ン）として取り組みます。
　全職員が危機感と厳しい姿勢を持ちながら取り組みを進めるためには、定量的な目標
を設定することが重要となります。
　このため、数値目標を設定できる項目については、組織目標においてより具体的に設
定していくこととします。なお、計画の進捗状況等については、従来通り積極的に情報
の公開に努めていきます。

　本町を取り巻く社会・経済環境は益々厳しさを増しています。最も大きな変化のひと
つとして、人口減少問題が上げられます。特に少子高齢化への対応は喫緊の課題です。
　本町では、第二次身延町総合計画の将来像である「安らぎと　活力ある　ひらかれた
まち」の実現に向けて、これまでも行政改革を積極的に推進し、一定の成果をおさめて
きました。しかしながら、急速な少子高齢化をはじめとして、社会構造が大きく変化す
る中で、財政環境が一段と厳しさを増しています。
　こうした中で中長期にわたり健全財政を維持しつつ、町民の期待に応え、子どもから
高齢者まで誰もがいきいきと暮らしていける施策を展開していくためには、職員一人ひ
とり自らが「計画（PLAN）・実行（DO）・評価（CHECK）・見直し
（ACTION）」の「PDCAサイクル」を実践し、調査・分析・行動する能力を高め、効
果的・効率的な町政運営を行うため、更なる取り組みが必要となります。

身延町行政改革大綱（第二次） 平成２２年度から平成２４年度（３箇年）

身延町行政改革大綱（第三次） 平成２５年度から平成２７年度（３箇年）

身延町行政改革大綱（第四次） 平成２８年度から平成３０年度（３箇年）

区　　　　　分 期　　　　　間

身延町行政改革大綱（第一次） 平成１７年度から平成２１年度（５箇年）
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Ⅱ　基本理念

　—知恵と工夫による地域の発展—

Ⅲ　達成目標

　「効果的・効率的な役場経営」

Ⅳ　基本的な取組方針

　一人ひとりが改革実行の担い手

身延町行政改革大綱　（第五次）

　地方分権型社会に適応した自治体として、町民にとって満足度の高い行政サービスを
安定的に供給し、個性的で堅実なまちづくりを推進していくためには、財政の健全性を
維持し、町民と行政がそれぞれの役割と責任を担いながら、協働して地域経営をしてい
く自覚と仕組みが必要です。
　そのためには、町民自治の充実へ向けた取組を深め、積極的な情報共有と十分な説明
を行い、相互の信頼を深めながら一歩ずつ改革を進めていきます。
　すべての職員は、この町で暮らす町民の福祉の向上と地域社会の発展が使命であるこ
とを常に自覚し、自己の能力を最大限に発揮しながら率先して行財政改革へ取り組んで
いきます。
　このような観点から、「知恵と工夫による地域の発展」を行政改革推進の基本理念と
します。

　限られた人員と予算の中で、「行政の効率化」をいかにして進めるかが行政改革の課
題と言えます。職員自らが常に問題意識と解決に向けた知恵を出し、事業施策の評価や
見直しを積極的に進め、廃止・縮小したことにより生じる財源を“雇用の創出”や“人
財の育成”“移住定住の促進”“結婚・出産・子育て環境の充実”といった重要施策へ
重点的に配分することにより、町の喫緊の課題である人口減少の改善に向けた取り組み
を進めます。
　そのためには、町民との対話から町政に対する要望を的確に把握し、適切に解決する
ことで行政と町民の信頼関係の強化に努め、総合計画の将来像である「安らぎと　活力
ある　ひらかれたまち（生まれてよかった　育ってよかった　住んでよかったと思える
まち）」の実現を目指して、未来志向と柔軟な発想を持ち、繊細でありながら大胆な行
動力を発揮して「効果的・効率的な役場経営」に向けた取り組みを続けます。

　職員が地方行政のプロフェッショナルとしての自負を持ち、有益な情報の取得に努
め、常に町民の目線で行政ニーズを把握し、前例に拘らない柔軟な姿勢で迅速に地域の
課題へ対応出来る実行力の高い行政組織の構築を目指します。
　全職員が行政課題を共有し、知恵を出し合い、機動的に行動できる実行主体となるべ
く「一人ひとりが改革実行の担い手」を基本方針とし、職員資質の向上を図り“職員の
行動改革の推進”と“健全な行財政運営の推進”を重点課題に位置づけて取り組みま
す。
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Ⅴ　推進項目

 １　組織目標の達成に向けた取組

　　（１）課別目標の設定

 ２　行政組織と人財育成

　　（１）適性な定員管理

　　（２）人財育成

　最小の人員で最大の効果をあげるため、職員一人ひとりの業務量を的確に把握し、職
員間の負担の公平化に配慮し適正な配置を図ります。また、臨時職員・再任用職員につ
いても、職務内容を十分精査し、雇用期間及び賃金を検討する中で適正な定員管理に努
めます。

　人事による組織の活性化と公務能率の向上・やる気の発揚を図るため、職員の資質と
やる気を重要視した昇任制度や適正配置を検討し、人事評価制度の活用を図りながら人
財育成に取り組みます。
　各種の研修に職員を派遣し、個の能力開発に活用するとともに、庁内研修の充実を図
り、身延町人財育成の基本方針である「基礎能力・分析力・実行力をもち、住民から信
頼される職員」を目指します。

※人財：身延町では人を財産と考え、育てるということからも、あえて「人材」を「人財」とし「財」を
使用しています。

身延町行政改革大綱　（第五次）

　職員には、町の施策に対する理解力、幅広い知識と教養、さらには政策形成力や実行
力が求められています。課ごとの組織目標を明確にし、目標達成のために具体的な取組
方法や期限を自ら設定することで、職員の自発性を促し、自己研鑚を積むことが「効果
的・効率的な役場経営」という大綱の達成目標に繋がります。
　すべての課で課題や目標を洗い出し、共通認識のもとでチームワークの醸成を目指す
とともに、積極的に地域の先頭に立ち、町民との意見調整や地域間の連携づくりを推進
する組織形成がポイントになります。
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付属資料　１

身延町行政改革大綱　（第五次）概念図

基本理念 知恵と工夫による地域の発展

基本方針 　一人ひとりが改革実行の担い手

推進項目

※職員自らが常に問題意識と解決に向けた知恵を出し、事業施

策の評価や見直しを積極的に進め、廃止・縮小したことによ

り生じる財源を“雇用の創出”や“人財の育成”“移住定住

の促進”“結婚・出産・子育て環境の充実”といった重要施

策へ重点的に配分することにより、町の喫緊の課題である人

口減少の改善に向けた取り組みを進めます。

達成目標 効果的・効率的な役場経営
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付属資料　2-1

参画

連携

連携

答申・提言

身延町行政改革推進体制図

行　政 《執行機関》

諮問

町
　
　
　
民

身延町行政改革推進本部

連携

町長

◆推進幹事会議

本部長（町長）

副本部長（副町長・教育長）

推進幹事（課長 等）

※大綱案の策（改）定

※実施計画の策（改）定

※諸施策案の決定

※実施計画の進行管理

◆推進リーダー会議

推進ﾘｰﾀﾞｰ（本部長の指名）

※大綱案の検討

※実施計画の検討

※諸施策案の検討

ワーキンググループ

職員の中から公募等

※調査・研究等

身延町行政改革推進委員会

推進委員10名以内

（有識者・公募者）

※行政改革の推進に関する

重要事項を調査及び審議

する。

※必要に応じて町長へ意見

する。

事務局（総務課）

事務局長（総務課長）

事務局員（行革担当）

※行政改革推進委員会

の庶務

※行政改革推進本部の

庶務

意見

報告

議会
《議事機関》

◎

町

長

へ

意

見

・

提

案

パ

ブ

リ

ッ

ク

コ

メ

ン

ト

◎

行

政

情

報

の

共

有

◎

進

捗

状

況

の

公

表

各課等

《改革実行の基礎グループ》

◆課内会議 ※諸施策の実行※職員提案
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付属資料　2-2

  

　３．各課等

身延町行政改革推進体制

　１．行政改革推進委員会

　２．行政改革推進本部

推進体制

行政改革推進委員会は、町長の諮問に応じて、本町の行政改革の推進に関

する重要事項を調査及び審議し、答申します。

また、必要に応じて町長に意見を申し出ることができます。

委員の数は１０名以内で、町政に関して優れた見識を有する者及び公募に

よる者から町長が委嘱します。

行政改革推進本部は、行政改革大綱及び実施計画の策定・実施、その他行

政改革に係る重要事項を審議します。

本部長を町長、副本部長を副町長・教育長とし、課長等及び本部長が指

名する職員をもって組織します。

（１）推進幹事会議

行政改革推進幹事会議は、本部長、副本部長及び課長等をもって組

織し、行政改革大綱及び実施計画の策定・実施、その他行政改革に係

る重要事項を審議します。

（２）推進リーダー会議

推進リーダー会議は、本部長の指名した職員で構成し、行政改革大

綱及び実施計画の素案の検討・調査を行います。また、喫緊の課題処

理に対しては、全職員の中から有志を募り、随時ワーキンググループ

を設置して対応策の検討を行います。

各課等は、管理職のもと担当する事務事業の改善を図るため持続的に研

究・検討を行い、主体的に改革の実行に努めます。

また、各課等から庁内への改善提案も積極的に行います。
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